
徳島市上下水道局総合評価方式入札の実施方針に関する運用基準 
 

徳島市上下水道局総合評価方式入札の実施方針第３の３に規定する各評価項目の評価点の算定として
「総合評価方式入札の評価基準【標準型】（表－１）」及び「総合評価方式入札の評価基準【施工能力
審査型】（表－２）」に掲げる総合評価方式入札の評価基準の運用について、次のとおり行うものとす
る。 
 
１ 技術者評価 
(1) 配置予定技術者の資格 

評価対象とする資格は、「工種及び資格の分類（別表１）」のとおりとする。 
 
(2) 継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況 

当面の間、土木一式工事（交通安全工事及び推進工事を除く）・建築一式工事のみ適用するもの
とする。 

対象団体は、原則としてＣＰＤを推奨し活動実績が豊富であり、取得単位数（ユニット数）の証
明書を発行できる団体とする。 

取得している各団体の単位数の合計のみを参加申請時に規定様式に記載し、落札候補者となった
場合のみ、各団体が発行する証明書（単位数合計分）を提出するものとする。 

ＣＰＤ取得単位数は、ＣＰＤを実施している団体における取得単位数の合計とする。ただし、社
内研修は認めない。 

公告日の５年前の日の属する年度の４月１日から起算して公告日までに取得した取得単位数を評
価対象とする。 

 
(3) 同種建設工事の施工実績の件数 

同種建設工事の条件は、次のとおりとする。 
① 入札工事と同一工種の工事。 

工種は、建設業法別表第一に掲げる建設工事の種類とし、原則、コリンズに登載されている
建設業許可業種で判断するものとする。 

ただし、土木一式工事のうち交通安全工事及び推進工事、とび・土工・コンクリート工事の
うち法面工事、管工事のうち空調工事、塗装工事のうち道路区画線工事、水道施設工事のうち
配水管布設工事については、それぞれ別工種として取り扱うものとする。 

なお、平成２２年度から令和元年度に発注した水道施設工事のうち、施工内容が配水管布設
工事と認められるものは、配水管布設工事の実績とする。 

また、公告文において、入札参加条件として特定の工事の施工実績を要求する場合は、指定
した条件を満たす工事を評価対象とする。 

② 国の行政機関、地方公共団体が発注した工事又は国の「工事成績相互利用登録機関」が発注
する「工事成績評定相互利用対象工事」として国土交通省のホームページに登録・掲載されて
いる工事（下水道事業に係る工事については、下水道事業団が発注した工事も含む。）。 

③ 公告日の１５年前の日の属する年度の４月１日から起算して公告日の１年前の日の属する年



度の３月３１日までの間に完了（しゅん工検査を終了し、合格）した工事。 
④ 配置予定技術者が、現場代理人、監理技術者補佐又は主任（監理）技術者として該当工事に

おいて工期の１／２を超え従事した工事。 
⑤ 契約金額が、入札工事の予定価格の１／２以上の工事。 

ただし、入札参加条件として市内業者を対象とする工事については、契約金額が 25,000,000
円以上の工事とする。 

⑥ 特定建設工事共同企業体が施工した工事の場合は、構成員として出資比率が２０％以上の工
事を対象とする。なお、この場合の契約金額は、最終の契約金額に出資比率を乗じて得た金額
とする。 

⑦ コリンズ（日本建設情報総合センター提供）登録情報、工事請負契約書、しゅん工承認書等
及び仕様書等で上記内容を証明できること。 

 
(4) 配置予定技術者の過去一定期間における工事成績評定点 

次の条件をみたす１件の工事で評価する。 
① 入札工事と同一工種の工事 

工種は、建設業法別表第一に掲げる建設工事の種類とし、原則、コリンズに登録されている
建設業許可業種で判断するものとする。 

ただし、土木一式工事のうち交通安全工事及び推進工事、とび・土工・コンクリート工事の
うち法面工事、管工事のうち空調工事、塗装工事のうち道路区画線工事、水道施設工事のうち
配水管布設工事については、それぞれ別工種として取り扱うものとする。 

なお、平成２２年度から令和元年度に発注した水道施設工事のうち、施工内容が配水管布設
工事と認められるものは、配水管布設工事の実績とする。 

② 徳島市上下水道局、徳島市、徳島県、国の行政機関が発注した工事又は国の「工事成績相互
利用登録機関」が発注する「工事成績評定相互利用対象工事」として国土交通省のホームペー
ジに登録・掲載されている工事（下水道事業に係る工事については、下水道事業団が発注した
工事も含む。） 

③ ②の発注機関が定めた工事成績評定要領等に基づき工事成績評定点を通知された工事 
④ 徳島市又は徳島市上下水道局が発注した工事の場合は、公告日の１０年前の日の属する年度

の４月１日から起算して公告日の１年前の日の属する年度の３月３１日までの間に完了（しゅ
ん工検査を終了し、合格）した工事 

徳島県、国の行政機関、下水道事業団が発注した工事又は国の「工事成績相互利用登録機
関」が発注する「工事成績評定相互利用対象工事」として国土交通省のホームページに登録・
掲載されている工事の場合は、公告日の５年前の日の属する年度の４月１日から起算して公告
日の１年前の日の属する年度の３月３１日までの間に完了（しゅん工検査を終了し、合格）し
た工事 

⑤ 配置予定技術者が、現場代理人、監理技術者補佐又は主任（監理）技術者として該当工事に
おいて工期の１／２を超え従事した工事 

⑥ 特定建設工事共同企業体が施工した工事の場合は、構成員として出資比率が２０％以上の工
事を対象とする。なお、この場合の契約金額は、最終の契約金額に出資比率を乗じて得た金額



とする。 
⑦ コリンズ（日本建設情報総合センター提供）登録情報等で上記内容を証明できること。 

 
２ 企業評価 

(1) 同種建設工事の施工実績の件数 
同種建設工事の条件は、次のとおりとする。 

① 入札工事と同一工種の工事。 
工種は、建設業法別表第一に掲げる建設工事の種類とし、原則、コリンズに登載されている

建設業許可業種で判断するものとする。 
ただし、土木一式工事のうち交通安全工事及び推進工事、とび・土工・コンクリート工事の

うち法面工事、管工事のうち空調工事、塗装工事のうち道路区画線工事、水道施設工事のうち
配水管布設工事については、それぞれ別工種として取り扱うものとする。 

なお、平成２２年度から令和元年度に発注した水道施設工事のうち、施工内容が配水管布設
工事と認められるものは、配水管布設工事の実績とする。 

また、公告文において、入札参加条件として特定の工事の施工実績を要求する場合は、指定
した条件を満たす工事を評価対象とする 

② 国の行政機関、地方公共団体が発注した工事又は国の「工事成績相互利用登録機関」が発注
する「工事成績評定相互利用対象工事」として国土交通省のホームページに登録・掲載されて
いる工事（下水道事業に係る工事については、下水道事業団が発注した工事も含む。） 

③ 公告日の１５年前の日の属する年度の４月１日から起算して公告日の１年前の日の属する年
度の３月３１日までの間に完了（しゅん工検査を終了し、合格）した工事。 

④ 契約金額が、入札工事の予定価格以上の工事。 
ただし、入札参加条件として市内業者を対象とする工事については、契約金額が 50,000,000

円以上の工事とする。 
⑤ 特定建設工事共同企業体が施工した工事の場合は、構成員として出資比率が２０％以上の工

事を対象とする。なお、この場合の契約金額は、最終の契約金額に出資比率を乗じて得た金額
とする。 

⑥ コリンズ（日本建設情報総合センター提供）登録情報、工事請負契約書、しゅん工承認書等
及び仕様書等で上記内容を証明できること。 

 
(2) 過去一定期間における同種建設工事の工事成績評定点 

① 次の条件をみたす工事（最大３件まで）で評価する。 
(a) 入札工事と同一工種の工事。 

工種は、建設業法別表第一に掲げる建設工事の種類により判断する。 
ただし、土木一式工事のうち交通安全工事及び推進工事、とび・土工・コンクリート工事

のうち法面工事、管工事のうち空調工事、塗装工事のうち道路区画線工事、水道施設工事の
うち配水管布設工事については、それぞれ別工種として取り扱うものとする。 

なお、平成２２年度から令和元年度に発注した水道施設工事のうち、施工内容が配水管布
設工事と認められるものは、配水管布設工事の実績とする。 



(b) 徳島市上下水道局、徳島市、徳島県、国の行政機関が発注した工事又は国の「工事成績相
互利用登録機関」が発注する「工事成績評定相互利用対象工事」として国土交通省のホーム
ページに登録・掲載されている工事（下水道事業に係る工事については、下水道事業団が発
注した工事を含む） 
 なお、国の行政機関が発注した工事及び「工事成績評定相互利用対象工事」については、
施工箇所が徳島県内の工事のみを対象工事とする。 

(c) (b)の発注機関が定めた工事成績評定要領等に基づき工事成績評定点を通知された工事 
(d) 公告日の１０年前の日の属する年度の４月１日から起算して公告日の１年前の日の属する

年度の３月３１日までの間に完了（しゅん工検査を終了し、合格）した工事。 
(e) 特定建設工事共同企業体が施工した工事の場合は、構成員として出資比率が２０％以上の

工事を対象とする。なお、この場合の契約金額は、最終の契約金額に出資比率を乗じて得た
金額とする。 

 
(3) 徳島市内における本店等の所在地の有無 

① 「同じ地域内に本店があるもの」の評価基準は、土木一式工事又は建築一式工事のみ適用す
る。 

ただし、土木一式工事のうち交通安全工事、推進工事又は特殊な技術を要する工事で予定価
格に関係なく市内全域を対象として入札参加を募集する工事については、「同じ地域内に本店
があるもの」の評価基準は適用しない。 

なお、「同じ地域内に本店があるもの」の同じ地域とは、土木一式工事においては、建設工
事の一般競争入札等に係る業者選定運用基準に規定する別表第１の５千万円未満の土木工事の
地区表に、建築一式工事においては、同基準に規定する別表第２の５千万円未満の建築工事の
地区表に示す区域とし、公告日の１年前における建設業法上の主たる営業所の所在地をもって
判断する。 

② 「徳島市内に営業所等があるもの」の評価基準は、入札参加条件として市外業者を対象とす
る工事に適用する。この場合の営業所等は建設業法上の営業所である必要はないが、公告日ま
でに「徳島県内の営業所等届出書（徳島市指定様式第８号）」により徳島市内の営業所等を徳
島市に届けていることを条件とする。 

③ 入札参加条件として市内業者と市外業者の両方を対象とする工事については、公告日におい
て徳島市内に建設業法上の主たる営業所を移転し２年を経過していない者は、市外業者として
入札に参加することとなるが、当該評価項目においては「徳島市内に営業所があるもの」とし
て評価する。 
 なお、この場合においては、「徳島県内への営業所等届出書（徳島市指定様式第８号）」に
よる徳島市内の営業所等の届けは不要とする。 

 
(4) アドプト事業参加の有無 

次の条件を満たすアドプト事業について、評価対象とする。 
① 徳島市、徳島県又は国が実施している土木施設（道路、河川、公園等）に関するアドプト事

業。 



徳島市、徳島県又は国が実施している年１回のボランティア活動等は、アドプト事業参加の
有無の評価対象外とする。 

② 企業として参加していること。 
企業単独で、アドプト事業の認定書等の交付を受けているか、又は協定書等を締結している

こととし、地域の町内会等に１企業として参加しているアドプト事業又は組合の１企業として
参加しているアドプト事業は、アドプト事業参加の有無の評価対象外とする。 

③ アドプト事業の認定書又は協定書等の写し及び活動報告書の写しを提出できること。 
④ 活動日が次の期間であること。 

(a) 公告日が１月１日～３月３１日の場合、公告日の２年前の日の属する年（暦年）の１月１
日～１２月３１日 

(b) 公告日が４月１日～１２月３１日の場合、公告日の１年前の日の属する年（暦年）の１月
１日～１２月３１日 

 
(5) ボランティア活動実績の有無 

次の条件を満たすボランティア活動について、評価対象とする。 
① 公共施設（道路、河川、公園等）の維持管理に関するボランティア活動。 

次の活動は対象外とする。 
(a) 異常気象及び災害活動の出動 
(b) 民間施設の清掃活動等 
(c) 金銭の寄付及び物品の寄贈 
(d) 営業活動に繋がる相談 
(e) 相互協力活動の一部を抜き出したもの 

② 企業として参加していること。 
従業員が個人的に参加したボランティア活動は評価対象外とする。 

③ 活動内容が客観的に判断できる確認資料（合意書等の写し、パンプレット、写真等）を提出
できること。 

自主的に活動したものは、施設管理者の証明書の提出が必要となる。 
④ 参加人数は、延べ８人以上であること。 
⑤ 活動日が次の期間であること。 

(a) 公告日が１月１日～３月３１日の場合、公告日の２年前の日の属する年（暦年）の１月
１日～１２月３１日。 

(b) 公告日が４月１日～１２月３１日の場合、公告日の１年前の日の属する年（暦年）の１
月１日～１２月３１日。 

 
(6) 防災協定の締結等の有無 

経営事項審査における「その他の審査項目（社会性等）」に規定される防災協定の締結に該当す
るもの、又は徳島市防災協力事業所登録制度に登録しているものを評価対象とする。 

 
(7) 災害時等の緊急出動の実績の有無 



次の条件を満たす災害時等の緊急出動について、評価対象とする。 
① 徳島市から災害時などに緊急出動を要請され、次のいずれかに該当する活動を行ったもの。 

(a) 深夜の緊急活動。（午後 10 時から午前５時までの間を含み、活動時間が３時間以上のも
の。凍結防止剤散布作業は除く。） 

(b) 警報発令時又は現場の危険性が大きいほど作業条件が厳しい場合の活動。 
② 請負契約又は期間委託契約に基づく活動でないこと。 
③ 指示書、覚書又は実績証明書等の提出により緊急出動の証明ができること。 
④ 活動日が次の期間であること。（過去１カ年（暦年）の実績を評価） 

(a) 公告日が１月１日～３月３１日の場合、公告日の２年前の日の属する年（暦年）の１月１
日～１２月３１日。 

(b) 公告日が４月１日～１２月３１日の場合、公告日の１年前の日の属する年（暦年）の１月
１日～１２月３１日。 

 
(8) 災害時の支援活動の実績の有無 

徳島市内外で発生した大規模災害等において、企業として支援活動に参加した実績とし、次の条
件を満たす支援活動について、評価対象とする。 

① 災害時応援協定に基づく支援活動又は被災自治体等の要請に基づく支援活動であること。 
② 活動場所の自治体において災害対策本部が設置されている大規模災害であること。 
③ 応援活動の内容は建設工事にかかるもので、資機材の提供のみでないこと。 
④ 指示書、覚書又は実績証明書等の提出により支援活動の証明ができること。 
⑤ 活動日が次の期間であること。（過去３カ年（暦年）の実績を評価） 

(a) 公告日が１月１日～３月３１日の場合、公告日の４年前の日の属する年（暦年）の１月１
日～公告日の２年前の日の属する年（暦年）の１２月３１日。 

(b) 公告日が４月１日～１２月３１日の場合、公告日の３年前の日の属する年（暦年）の１月
１日～公告日の１年前の日の属する年（暦年）の１２月３１日。 

 
(9) ＩＳＯ又はエコアクション２１の認証取得の有無 

開札日において、有効期間内の「ＩＳＯ９００１」、「ＩＳＯ１４００１」又は「エコアクショ
ン２１」の認証を取得している場合、評価対象とする。 

開札日において、有効期限切れのものは評価対象外とするが、更新手続き中である場合は、評価
対象とする。 

⑽ 下請代金を現金で支払うこと等の誓約書提出の有無 
   下請代金の支払いについては「現金払い」とすることとし、下請代金の適正な支払い等に関する

関係法令や指針、ガイドライン等の規定を順守する旨、徳島市上下水道局が定める「誓約書」の
提出があったものを、評価対象とする。 

 
３ その他 

(1) 入札参加条件として特定建設工事共同事業体を対象とする工事の場合は、技術者評価及び企業評
価は、代表構成員を対象として評価する。 



(2) 技術者評価における配置予定技術者は、最大３名まで申請できることとする。 
複数の配置予定技術者を申請した場合は、評価点合計の最も低い技術者を対象として評価する。 
なお、公告文において、工場製作期間と現場施工期間で技術者の途中交代を認める工事について

は、次のとおり取り扱う。 
① 工場製作期間と現場施工期間のそれぞれについて最大３人まで配置予定技術者を申請すること

ができる。（工事製作期間と現場施工期間を同じ技術者とすることも可能である。） 
② 現場施工期間を担当する配置予定技術者を対象として評価する。 
③ 現場施工期間を担当する配置予定技術者を複数申請した場合は、現場施工期間を担当する配置

予定技術者のうち評価点合計の最も低い技術者を対象として評価する。 
④ 当該工事の工場製作期間から現場施工期間への移行時期及び配置予定技術者の担当期間を行程

表等で証明できること。 
(3) 技術者評価における「同種建設工事の施工実績」については、最大５件まで申請することができ

ることとする。 
(4) 企業評価における「同種建設工事の施工実績」については、最大８件まで申請できることとする。 
(5) 企業評価における「社会性」の評価については、次のとおり取り扱うものとする。 

① 「アドプト事業参加」及び「ボランティア活動」において複数の実績等がある場合でも、実績等
がある評価事項としては１項目として評価する。 

② 「防災協定の締結」、「徳島市防災協力事業所登録制度登録」、「災害時等の緊急出動」及び「災害
時の支援活動」において複数の実績がある場合でも、実績等がある評価事項としては１項目として
評価する。 

③ 「ＩＳＯ９００１」、「ＩＳＯ１４００１」及び「エコアクション２１」の認証を複数取得してい
る場合でも、実績等がある評価事項としては１項目として評価する。 

④ 受注しようとする工事において、下請負契約締結を行わない場合においても、徳島市が定める
「誓約書」の提出をもって、実績等がある評価事項の１項目として評価する。 

附 則 
本実施方針に関する運用基準は令和２年４月１日から施行する。 
（施行期日） 
１ 本実施方針に関する運用基準は，令和２年６月１日から施行する。 
（経過処置） 
２ 改正後の運用基準は、施行期日以降に格付けする業者、公告する建設工事に係る一般競争入札か

ら適用し、施行期日前に格付けした業者、公告した建設工事に係る一般競争入札については、な
お、従前の例による。 
附 則 

本実施方針に関する運用基準は令和４年４月１日から施行する。 
附 則 

本実施方針に関する運用基準は令和７年４月１日から施行する。 
附 則 

本実施方針に関する運用基準は令和８年４月１日から施行する。 
  



工種及び資格の分類         （別表１） 

No. 
建設業法別表第
一に掲げる建設

工事の種類 

技術者評価・企
業評価における
同一工種の判断 

配置予定技術者の資格 

技術士 一級の資格 一級技士補の資格 二級等の資格 

1 土木一式工事 

土木一式工事 
（推 進 工事 を 除
く） 

建設部門 
農業部門の選択
科目｢農業土木｣ 
水産部門の選択
科目｢水産土木｣ 
森林部門の選択
科目｢森林土木｣ 

一級土木施工管理技士 
一級建設機械施工管理技士 

一級土木施工管理技士補
一級建設機械施工管理技
士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 
二級建設機械施工管理技士  
(第 1 種～第 6 種) 

交通安全工事 

推進工事 

2 建築一式工事 建築一式工事 － 
一級建築施工管理技士 

一級建築士 
一級建築施工管理技士補 

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(建築) 
二級建築士 

3 大工工事 大工工事 － 
一級建築施工管理技士 

一級建築士 
一級建築施工管理技士補 

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(躯体)又は(仕上げ) 
二級建築士 
木造建築士 

4 左官工事 左官工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

5 
とび・土工・コ
ンクリート工事 

とび・土工・コン
クリート工事（法
面工事を除く） 

建設部門 
農業部門の選択
科目｢農業土木｣ 
水産部門の選択
科目｢水産土木｣ 
森林部門の選択
科目｢森林土木｣ 

一級土木施工管理技士 
一級建築施工管理技士 
一級建設機械施工管理技士  

一級土木施工管理技士補 
一級建築施工管理技士補 
一級建設機械施工管理技
士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木)又は(薬液注入) 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(躯体) 
二級建設機械施工管理技士  
(第 1 種～第 6 種) 

法面工事 

6 石工事 石工事 － 
一級土木施工管理技士 

一級建築施工管理技士 
一級土木施工管理技士補 
一級建築施工管理技士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

7 屋根工事 屋根工事 － 
一級建築施工管理技士 

一級建築士 
一級建築施工管理技士補 

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 
二級建築士 

8 電気工事 電気工事 
建設部門 
電気電子部門 

一級電気工事施工管理技士 
一級電気工事施工管理技
士補 

二 級 電 気 工 事 施 工 管 理 技 士 

9 管工事 

管工事（空調工事
を除く） 

機械部門の選択
科目｢流体工学」
又は｢熱工学｣ 
上下水道部門 
衛生工学部門 

一級管工事施工管理技士 
一級管工事施工管理技士
補 
  

二級管工事施工管理技士 

空調工事 

10 
タイル・れんが・
ブロック工事 

タイル・れんが・
ブロック工事 

－ 
一級建築施工管理技士 

一級建築士 
一級建築施工管理技士補 

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(躯体)又は(仕上げ) 
二級建築士 

11 鋼構造物工事 鋼構造物工事 
建設部門の選択
科目｢鋼構造及び
コンクリート」 

一級土木施工管理技士 
一級建築施工管理技士 
一級建築士 

一級土木施工管理技士補 
一級建築施工管理技士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(躯体) 

12 鉄筋工事 鉄筋工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(躯体) 

  



No. 

建設業法別表
第一に掲げる
建設工事の種

類 

技術者評価・企
業評価における
同一工種の判断 

配置予定技術者の資格 

技術士 一級の資格 一級技士補の資格 二級の資格 

13 ほ装工事 ほ装工事 建設部門 
一級土木施工管理技士 
一級建設機械施工管理技士  

一級土木施工管理技士補
一級建設機械施工管理技
士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 
二級建設機械施工管理技士  
(第 1 種～第 6 種) 

14 
し ゅ ん せ つ 工
事 

しゅんせつ工事 

建設部門 
水産部門の選択
科目 
｢水産土木｣ 

一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士補 
二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 

15 板金工事 板金工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

16 ガラス工事 ガラス工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

17 塗装工事 

塗装工事 
(道路区画線工事
を除く) － 

一級土木施工管理技士 
一級建築施工管理技士 

一級土木施工管理技士補
一級建築施工管理技士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(鋼構造物塗装) 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 道路区画線工事 

18 防水工事 防水工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

19 内装仕上工事 内装仕上工事 － 
一級建築施工管理技士 

一級建築士 
一級建築施工管理技士補 

二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 
二級建築士 

20 
機 械 器 具 設 置
工事 

機 械 器 具 設 置 工
事  

機械部門 － － － 

21 熱絶縁工事 熱絶縁工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

22 電気通信工事 電気通信工事 電気・電子部門 一級電気通信工事施工管理技士 
一級電気通信工事施工管
理技士補 

二 級 電 気 通 信 工 事 施 工 管 理 技 士 

23 造園工事 造園工事 

建設部門 
森林部門の選択
科目｢林業｣又は
｢森林土木｣ 

一級造園施工管理技士 一級造園施工管理技士補 二 級 造 園 施 工 管 理 技 士 

24 さく井工事 さく井工事 
上下水道部門の
選択科目｢上水道
及び工業用水道｣ 

－ － － 

25 建具工事 建具工事 － 一級建築施工管理技士 一級建築施工管理技士補 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(仕上げ) 

26 水道施設工事 

水道施設工事 
（ 配 水 管 布 設 工
事を除く） 

上水道部門 
衛生工学部門の
選択科目｢水質管
理｣又は｢廃棄物
管理｣ 

一級土木施工管理技士 一 級 土 木 施 工 管 理 技 士補 
二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 

配水管布設工事 

27 消防施設工事 消防施設工事 － － － － 

28 清掃施設工事 清掃施設工事 
衛生工学部門の
選択科目｢廃棄物
管理｣ 

－ － － 

29 解体工事 解体工事 建設部門 
一級土木施工管理技士 
一級建築施工管理技士 

一 級 土 木 施 工 管 理 技 士補 
一 級 建 築 施 工 管 理 技 士補 

二 級 土 木 施 工 管 理 技 士 
(土木) 
二 級 建 築 施 工 管 理 技 士 
(建築)又は(躯体) 
解体工事施工技士 

  



発注機関と評価対象の分類        （別表２） 

発注機関 

技術者評価 企業評価 
同種工事の 
施工実績 

過去一定期間に
おける工事成績
評定点 

同種工事の 
施工実績 

同種建設工事の
工事成績評定点
の平均点 

国
等 

国の行政機関 〇 
〇 

※過去５年間評価 
〇  

国の「工事成績相互
利用登録機関」 

〇 
ただし、「工事成
績相互利用対象工
事として国土交通
省のホームページ
に登録・掲載され

ている工事 

〇 
ただし、「工事成
績相互利用対象工
事として国土交通
省のホームページ
に登録・掲載され

ている工事 
※過去５年間評価 

〇 
ただし、「工事成
績相互利用対象工
事として国土交通
省のホームページ
に登録・掲載され

ている工事 

 

地
方
公
共
団
体 

徳島市上下水道局 〇 
〇 

※過去 10 年間評価 
〇 〇 

※徳島市実績との合
計値から算出する。 徳島市 

(交通局又は病院局を除く) 
〇 

〇 
※過去 10 年間評価 

〇 

徳島県 〇 
〇 

※過去５年間評価 
〇  

その他の都道府県又
は市町村(徳島市、徳
島県を除く) 

〇  〇  

下水道事業団 
※下水道事業に係る工事の
み評価対象となる 

〇 
〇 

※過去５年間評価 
〇  

〇印が評価対象となる 


